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要旨 

 

 

本稿は、金融危機に伴い急増しているアメリカの銀行破綻の実態（2008～09 年）に

ついて、商業用不動産貸出とブローカー預金を媒介に、全米・州別・個別の分析から

明らかにするものである。 

08 年と 09 年で既に 165 の銀行が破綻しているが、商業用不動産貸出の最大の損失

は 11 年以降に生じるため、最悪のシナリオではこの先数百の銀行が破綻するとも言わ

れる。先行きに対する分析は重要だが、同時に銀行破綻がどのように生じたのかを解

明するのも大切だろう。商業用不動産貸出と破綻銀行との関連はしばしば言及される

ところだが、本稿ではこれに加え、リスキーな商業用不動産貸出を可能にしたと考え

られる、ブローカー預金と破綻銀行との関連をも分析した。 

破綻銀行の貸出の特徴としては、住宅ローン比率の高い銀行と、商業用不動産貸出

比率の高い銀行に大まかに分けられる。前者にはサブプライムローンに直接かかわっ

ていたものもあるが、多くは設立年の古い小規模な銀行で、住宅ローン市場の変質と

景気後退によって破綻している。後者には、ウォールストリートがサブプライムロー

ンと証券化によって作り出した信用膨張に乗じ、商業用不動産貸出に傾斜したメイン

ストリート（地域）の銀行が少なからずある。典型的なのは、ホームエクイティロー

ンなどを通じる過剰消費で生み出された、建設・土地開発貸出にのめり込み、破綻し

た銀行だ。また、こうした貸出を可能した背景には、投資銀行などが手数料をとりな

がら、顧客の資産を連邦預金保険の付保限度内に切り分け、高い金利をつけて小規模

銀行などに紹介するブローカー預金が存在する。これらの帰結の１つは特定の州での

銀行破綻の増大であり、もう１つの帰結は連邦預金保険基金の枯渇である。 

金融危機を経験した後でも、メインストリート金融の本質は変わりなく、事業向貸

出の供給を通じて、市場論理とコミュニティの要請を調和させるところにある。連邦

預金保険の枠組みを利用して多額のブローカー預金を取り、リスキーな貸出をしてき

た事実上のノンバンクが、その代償を払わされるのは当然である。一方で、景気後退

によって経営が悪化してきた銀行に対し、公的資金を注入して支援するのは、金融シ

ステムの安定性の観点から欠かせない。  
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Ⅰ はじめに 

１ 問題の所在 

2008 年 9 月のリーマン・ショックから、ウォールストリートの金融機関は息を吹き

返してきたが、実体経済の悪化でメインストリート（地域）の銀行破綻（貯蓄金融機

関を含む。以下同様）が急増し、また多くの銀行に不良資産救済プログラム（TARP）

で資本が注入されてきた。破綻銀行は 07 年が 3 行だったが、08 年は 25 行、09 年は

140 行になり、1991 年連邦預金保険公社改善法（FDICIA）の成立前後の水準までに達

している。08 年は総資産に占める住宅ローンの比率が高い、（総資産 10 億ドル以上の）

大規模・中規模銀行が目立ったが、実体経済の悪化を背景に、09 年には商業用不動産

貸出の比率が高い、（総資産 10 億ドル未満の）小規模銀行が急増している。また、連

邦預金保険公社（FDIC）が定める「経営上問題のある銀行」数は、07 年末 76 行、08

年末 252 行、09 年末 702 行に上っている。商業用不動産貸出の最大の損失は 11 年以

降に生じ、最悪のシナリオではこの先数百の銀行が破綻するとも言われている 1。 

先行きに対する分析は重要だが、同時に銀行破綻がどのように生じてきたのかを解

明するのも大切だろう。本稿では、08 年から 09 年までの破綻銀行と TARP による資

本注入行の実態を、商業用不動産貸出（とりわけ建設・土地開発貸出）とブローカー

預金を媒介に、全米・州別および個別のレベルから明らかにする。商業用不動産貸出

と破綻銀行との関連はしばしば言及されるところだが、本稿ではこれに加え、リスキ

ーな商業用不動産貸出を可能にしたと考えられる、ブローカー預金と破綻銀行との関

連をも分析する。また、破綻銀行の関連ばかりでなく、資本注入行との関連について

も分析することで、金融危機の影響が、バブルに踊った銀行ばかりでなく、一般の銀

行にも及んでいることを明らかにする。 

予め結論を述べれば、ウォールストリートはサブプライムローン（信用力の低い

個人向住宅ローン）と証券化によって信用膨張とその崩壊をもたらしたが、メイン

ストリートの銀行にも、これに乗じて商業用不動産貸出に傾斜し破綻したものがあ

る 2。典型的なのは、ホームエクイティローン（住宅価格の値上り分を担保とした

消費者ローン）などによる過剰消費で生み出された、ショッピングセンターなどの

建設・土地開発貸出にのめり込み、破綻した銀行だ。こうした貸出を可能した背景

には、投資銀行などが手数料を取り、顧客の資産を連邦預金保険の付保限度内に切

り分け、高い金利をつけて小規模銀行などに紹介するブローカー預金が存在する。

これらの帰結の 1 つは特定の州での銀行破綻の増大であり、もう１つの帰結は連邦

預金保険基金の枯渇である 3。 

                                                        
1  COP(2010). 
2 ウォールストリート金融とメインストリート金融については、本稿のⅠ2(1)を参照。  
3  連邦預金保険基金は銀行破綻の増大に伴い、09 年 9 月末に 82 億ドルのマイナスに陥り、12 年ま
での預金保険料を事前に加盟銀行から徴収することになった。  
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金融危機を経験した後でも、メインストリート金融の本質は変わりなく、事業向貸

出の供給を通じて、市場論理とコミュニティの要請を調和させるところにある。連邦

預金保険の枠組みを利用して多額のブローカー預金を取り、リスキーな貸出をしてき

た事実上のノンバンクが、その代償を払わされるのは当然である。一方で、景気後退

によって経営が悪化してきた銀行に対し、公的資金を注入して支援するのは、金融シ

ステムの安定性の観点から欠かせない。 

 

２ 問題接近の前提 

(1) アメリカ金融システムの理解 4 

アメリカの金融システムは、マネーセンターを拠点に国内外の資金が取引されるウ

ォールストリート金融と、地域を拠点に地域の資金が取引されるメインストリート金

融から形成され、その相互補完からなる（図表１）。先行研究のほとんどは日米を問わ

ず、ウォールストリート金融だけを対象としてきたが、メインストリート金融の考察

なくして、アメリカ金融システムの真の全体像は理解できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ 金融システムの概観 

 
（注） 枠の大きさは必ずしも勢力の大小を表しているわけではない。  
（出所）筆者作成。  

                                                        
4 本節は内田(2009)に依拠している。  

3 



1990 年代の証券化市場の拡大などから、マネーセンターバンクは投資銀行などの他

のウォールストリートの金融機関とより同化し、ウォールストリートそのものを変質

させる一方、銀行業でもこれまでメインストリート金融が担ってきた中小企業向貸出

などに乗り出し、大幅な金融再編をもたらした。しかし、大幅な再編後も、銀行数の

90％以上は小規模銀行であるし、通常の認識（全米平均）とは異なり、多くの州で地

元の小規模銀行が事業向貸出で大きなシェアを持つ。マネーセンターバンクによる小

規模銀行の買収で、地域特性を持った中小企業融資のニーズが満されなくなると、既

存や新設の小規模銀行がこれを取り込んでいくが、この自律性がメインストリート金

融の特徴の 1 つである。また、メインストリート金融はさまざまな政策・制度や慣行

にも支えられている。1990 年代以降の金融システムを考える際、自由化による競争促

進とメインストリート金融を維持する政策との整合性の視点が、都市・地方を問わず

重要である。一方で、この政策や慣行は、価値観を市場論理以外にも求めるコミュニ

ティの要請の反映でなければならず、メインストリートの銀行が自己保身だけにこれ

らを用いればその行き場を失うことになる。 

アメリカの金融システムは、市場論理と非市場論理という二面性を持ち合わせ、ウ

ォールストリート金融が主に市場論理で機能するなかで、メインストリート金融の存

在意義（本質）は市場論理とコミュニティの要請を調和させるところにある。換言す

れば、メインストリート金融が存在するがゆえに、全体としての金融システムが機能

し、ウォールストリート金融の存在が容認される。 

 

(2) 先行研究 

リーマン・ショックに象徴される金融危機において生じた、商業用不動産貸出の損

失と、銀行破綻や金融システムへのリスクとの関連を扱ったものには、西川(2009)、

COP(2010)など多くある。 

一方で、今回の金融危機におけるブローカー預金と銀行破綻との関連を扱ったものは

多くないが、たとえばLipton and Martin(2009)がある。彼らは、07 年 9 月 28 日～09 年 7

月 2 日に破綻した 97 の銀行を取り上げ、これらのブローカー預金比率（ブローカー預金

／国内預金）は高い傾向にあり、全米平均の同比率 5.8％に対し、破綻銀行平均は 25.2％

に及ぶと指摘している。また、これら破綻銀行のうち、ブローカー預金比率の上位 10 行

を取り上げ、資産成長率についても全米平均と比べてはるかに高いと言及している。 

 

Ⅱ 破綻銀行と資本注入の増大 

サブプライムローン問題の表面化に伴い、08 年から銀行破綻が急増して 09 年末ま

でに 165 行になり、破綻銀行比率（08～09 年の破綻銀行数／07 年末の銀行数）は 1.9％

に及んでいる。小規模銀行に限定すると、破綻行数は 127 行、破綻銀行比率は 1.6％で

4 
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ある。また、08 年 10 月に緊急経済安定化法が成立し、TARPの資本注入プログラム（CPP）

によって、同月から 09 年末の期限までに 5、累計 707 行に資本が注入された 6。資本注

入行比率（08 年 10 月～09 年の資本注入の累計銀行数／07 年末の銀行数）は 8.3％に及

んでいる 7（小規模銀行だけの分析は資料の制約から行っていない。以下同様）。 

                                                       

州別にみると 18 州では銀行破綻は生じておらず、小規模銀行に限定すると 19 州で

破綻はなく、ずいぶんと偏りがある（図表２）。破綻銀行比率では、南東部と西部の諸

州で高い。資本注入は 2 つを除くすべての州で行われたが、比率には偏りがあり、東

部・南東部・西部の諸州で高い。 

破綻銀行を個別にみると 8（図表３－１）、08 年は、総資産に占める住宅ローンの比

率が高い 9、大規模・中規模銀行の破綻が目立ったが、実体経済の悪化を背景に、09

年には商業用不動産貸出の比率が高い 10、小規模銀行の破綻が急増している。破綻銀

行の特徴を資産成長率（02 年～破綻前年の年間平均）でみると（図表３－２）、（破綻

銀行に限定されない）全銀行の 8.6％に対し、破綻銀行は 29.4％に及んでいる。同様

に小規模銀行の 1.9％に対し、破綻の小規模銀行は 30.4％である。破綻銀行の成長率

を破綻時期でみると、08 年破綻のそれが高く、信用膨張のなかで資産を急速に拡大さ

せた銀行が、金融危機のなかで時をおかずに破綻している。 

住宅ローン比率の高い破綻銀行には、サブプライムローンに手を染めたものもある

が、全体の成長率は 10.4％に留まり、多くは設立年の古い小規模な銀行で、住宅ロー

ン市場の変質と景気後退によって破綻したようだ。一方、商業用不動産貸出比率の高

い破綻銀行の成長率は 33.6％に及び、景気拡大のなかで積極的に貸出を行っていた銀

行が多いことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5 TARP は 09 年末の期限から 10 年 10 月まで延長された。一方、CPP は 09 年末で終了したが、10
年 2 月にオバマ大統領は、TARP から 3,000 億ドルを分離し、中小規模銀行向けの資本注入を目的

とする「中小企業貸出基金（SBLF）」の創設を発表し、これを含む法律が 10 年 9 月に成立した。 
6 707 行のうち 31 行は資本注入を 2 度受けている。 
7 本稿では 51 州にある 705 行を分析対象としている。 
8 このデータはLipton and Martin(2009)が使用したものに、筆者が項目・期間を拡張し分析したも

のである。以下同様。  
9 厳密には商業用不動産貸出比率を住宅ローン比率が上回る銀行である。  
10 注 9 の逆である。 
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図表２ 州別の破綻銀行比率と資本注入行比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注 1）08～09 年の破綻銀行数／07 年末の銀行数。
（注 2）08 年 10 月～09 年の資本注入の累計銀行数／07 年末の銀行数。データの制約から小規

模は作成していない。  
（注）網掛けは全米平均以上。  
（出所）FDIC, Statistics on Banking から作成。  

 

 

 
図表３－１ 破綻銀行の状況（行数・シェア）

（出所）Lipton and Martin(2009)および FDIC 各種資料から筆者作成。  
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 図表３－２ 破綻銀行の資産成長率 

（注） 02～破綻前年の年間平均。  
（注） カッコ内の数値は破綻銀行に限定されない全銀行。  
（出所）図表３－１に同じ。

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 商業用不動産貸出 

１ 全米 

住宅ローン残高は 00 年あたりから、大規模・中規模銀行で急増している（図表４－

１）。大規模・中規模銀行における、総資産に占める住宅ローン比率も同じ時期に急速

に高くなり、小規模銀行の同比率の低下もあり、05 年・06 年では同じくらいの比率に

なっている（図表４－２）。 

商業用不動産貸出（ショッピングセンターなどの建設・土地開発貸出、オフィスビ

ルなどの商業用不動産担保貸出、ホテルやアパートなどの集合住宅向貸出）は、99 年

あたりから、大規模・中規模銀行で急速に増大しているが、住宅ローンと異なるのは

小規模銀行でも増大している点である（図表５－１）。総資産に占める商業用不動産貸

出の比率は、大規模・中規模銀行で大きくは変動していないのと比べ、小規模銀行で

は急速に高くなり、07 年には 30％を超えている（図表５－２）。小規模銀行の商業用

不動産貸出比率の内訳をみると、商業用不動産担保貸出比率の傾向的な上昇に加えて、

建設・土地開発貸出比率の 00 年頃からの急上昇がみられる（図表５－３）。 

商業用不動産の貸出期間は通常 3～10 年で、2010～14 年に 1 兆 4,000 億ドルが満期

を迎える。その価格は 07 年初から 3 年間で 40％以上下落しており、最大の損失は 11

年以降に生じ、銀行の損失だけでも 2,000～3,000 億ドルとみられ、最悪のシナリオで

はこの先数百の銀行が破綻するとも言われている 11。 

商業用不動産貸出について、06 年 12 月に FDIC などの連邦金融規制当局の合同ガ

イダンスで、建設・土地開発貸出が自己資本の 100％以上である場合、また全体の商

業用不動産貸出が自己資本の 300％以上でかつ同貸出額が過去 36ヶ月に 50％以上増大

している場合にはリスクが高いと警告し、08 年 3 月にも FDIC は繰り返し警告をして

いる。実態としてはこの比率を上回る個別の銀行が多数存在し、（破綻銀行に限定され

ない）小規模銀行では、08 年末に全体の商業用不動産貸出が自己資本の 300％近くに

なり、かつ 99～08 年における同貸出額の平均年間伸び率は 9.0％に及んでいる。 

 
                                                        
11 COP(2010). 
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図表４－１ 住宅ローン残高の推移 

（出所）図表２に同じ。  

 

 

 

図表４－２ 住宅ローン比率の推移 

 
（注）比率は対総資産。  
（出所）図表２に同じ。  
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図表５－１ 商業用不動産貸出残高の推移 

（出所）図表２に同じ。   

 

 

図表５－２ 商業用不動産貸出比率の推移 

（注） 比率は対総資産。  
（出所）図表２に同じ。   

 

 

 

図表５－３ 小規模銀行における商業用不動産貸出比率の内訳 

（注） 比率は対総資産。  
（出所）図表２に同じ。  
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２ 州 

州単位でみると（07 年末）、小規模銀行の商業用不動産貸出比率にはずいぶんと偏

りがある（図表６）。全米平均の 30.4％を超える州は南東部・西部の諸州に多くある。

建設・土地開発貸出比率では、全米平均の 10.6％を超える州は南東部・南部・西部の

諸州に多くある。商業用不動産担保貸出比率では、全米平均の 17.8％を超える州は南

東部・西部の諸州に多くある。集合住宅向貸出比率では、全米平均の 2.0％を超える

州は東部・中部・西部の諸州に多くある。 

これら 4 つの比率と、Ⅱで考察した破綻銀行比率との相関をとると、商業用不動産

貸出全体でも一定の相関が観察され、とくに建設・土地開発貸出比率で強い相関がみ

られる。また、4 つの比率と資本注入行比率とでは、すべての比率で相関はみられな

い。つまり、銀行破綻が商業用不動産貸出、とくに建設・土地開発貸出と関連してい

る可能性がある一方で、資本注入は景気後退に伴い経営が悪化した銀行に広範に行わ

れたと考えられるだろう。 

 

３ 破綻銀行 

破綻した 165 の銀行について、破綻直前の 4 半期データで、商業用不動産貸出の状

況をみる（図表７）。（破綻銀行に限らない）全銀行平均（07 年末）との比較では破綻

銀行での比率が高い。とくに、建設・土地開発貸出比率では、資産規模にかかわらず、

破綻銀行のそれが全米平均のそれを大幅に上回り、水準自体も高い。 
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 図表６ 小規模銀行における商業用不動産貸出比率の内訳（07 年末・州別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注） 比率は対総資産。網掛けは全米平均以上。  
（出所）図表２に同じ。 

 
図表７ 商業用不動産貸出の比率 

（注） 比率は対総資産。破綻銀行は破綻直前の 4 半期データ。  
（出所）図表２に同じ。  
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Ⅳ ブローカー預金 

１ ブローカー預金の増大 

ブローカー預金とは、銀行が預金者から預金を直接集めるのでなく、ブローカーが

介在して銀行に取引される預金のことである。実態としては、投資銀行や独立のブロ

ーカーなどが、顧客の資産を連邦預金保険の付保限度額の 10 万ドルごとに切り分け 12、

高い金利をつけて小規模銀行などに仲介してきた。ブローカーには顧客と銀行の双方

から手数料が入り、顧客は資産を高い金利の付いた付保預金に移し変えられる 13。資

金調達が難しい小規模銀行などにとっても重宝なツールである。 

伝統的なブローカー預金に加えて、00 年代にはメリルリンチが顧客の資産を分割し

て系列銀行に紹介するサービスを始めたことや、ノンバンクなどの銀行子会社がブロ

ーカー預金を取り始めたことから 14、その額が急増している（図表８－１）。また、ル

ドウィク元通貨監督官（COC）らが、2003 年 1 月にプロモントリー・インターファイ

ナンシャル・ネットワークに、CDARS（ the Certificate of Deposit Account Registry 

Service）というブローカー預金を取り扱う仕組みを設立した。これは銀行がCDARS

にインターネットでアクセスすると、付保限度額以上の預金を小口化して他のCDARS

加盟銀行に瞬時に振り分ける仕組みである 15。 

本稿で注目したいのは、小規模銀行のブローカー預金は全体に占める割合では僅か

だが、比率では急上昇している点である（図表８－２）。後述するように、破綻小規模

銀行ではこの比率が非常に高い傾向がある。ブローカー預金自体が必ずしも問題とい

うことではないが、銀行は景気過熱時にハイリスク・ハイリターンな貸出を積極的に

行うため、ブローカー預金を多額に取り入れるようになりやすい。また、同預金への

依存度の高い銀行が破綻した場合、フランチャイズ・バリューが低く、FDICの損失も

多くなる 16。 

1980 年代後半には、貯蓄貸付組合（S&L）が多額のブローカー預金を取り入れ、リ

スキーな不動産貸出を行い、多くが破綻した。これを受け、1989 年金融機関改革・再

建・規制実施法（FIRREA）では、過小資本のS&Lによるブローカー預金の取入が禁止

され、1991 年のFDICIAでは、銀行も対象に含めて、ブローカー預金の取入規制が導

入された 17。しかし、「十分な自己資本を持つ（well capitalized）」銀行などは、ブロー

カー預金を自由に取り入れられ、ウォールストリート金融の信用膨張と景気拡大で、

                                                        
12 2008 年緊急経済安定化法で付保限度額は 09 年 12 月末まで 25 万ドルに引き上げられ、09 年 5
月に 13 年 12 月末まで延長されたが、2010 年のドッド＝フランク・ウォールストリート改革およ

び消費者保護法で恒久化された。  
13 Lipton and Martin(2009). 
14 補論を参照。  
15 CDARS のホームページによると 3,000 行以上が加盟している（09 年末）。  
16 原(2009)。  
17 法案の審議過程では、ブローカー預金の禁止なども議論されたが、証券業界とくにブローカー最

大手のメリルリンチが強く反対した（『日経金融新聞』(1991)、2 月 28 日）。  

12 

http://topics.nytimes.com/top/reference/timestopics/people/l/eric_lipton/index.html?inline=nyt-per
http://topics.nytimes.com/top/reference/timestopics/people/m/andrew_martin/index.html?inline=nyt-per


ほとんどの銀行がこの規制の対象外となっていた。09 年 3 月には預金保険料率の見直

しが行われ、ブローカー預金についても、同預金比率が 10％を超え、かつ過去 4 年間

の総資産成長率が 40％を超える銀行などはリスク・カテゴリーに応じて、預金保険料

の上乗せを求められるようになった。 

 

 

 
図表８－１ ブローカー預金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）図表２に同じ。  

 

 

 
図表８－２ ブローカー預金比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注） 比率はブローカー預金／国内総預金。  
（出所）図表２に同じ。 
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２ 銀行破綻・資本注入との関連 

07 年末の小規模銀行のブローカー預金比率を州別にとると、ずいぶんと偏りがある

（図表９）。全米平均の 4.9％を超える州は、南東部・中部・西部の諸州に多くある。

ブローカー預金比率と破綻比率との相関は強いが、同比率と資本注入行比率に相関は

ない。つまり、ブローカー預金が銀行破綻と関連していた可能性がある一方で、資本

注入は景気後退に伴い経営が悪化した銀行に広範に行われたと考えられる。 

 破綻銀行について破綻直前の四半期データでみると、全体では全米平均のブローカ

ー預金比率 8.3％（07 年末）に対して、27.5％に及んでいる。また、小規模銀行に限

定すると全米平均の 4.9％（同上）に対して、16.8％に及んでいる。 

 

３ 商業用不動産との関連 

最後にブローカー預金と商業用不動産との関連をみる。州別で、小規模銀行のブロ

ーカー預金比率と商業用不動産貸出の 4 つの比率との相関をとると（07 年末）、ブロ

ーカー預金と建設・土地開発貸出との関連を読み取れる。 

また、破綻した小規模銀行について、破綻直前の四半期データで同様に相関を取る

と、やはりブローカー預金と建設・土地開発貸出との関連を読み取れる。 

つまり、一般にリスキーとされる建設・土地開発貸出を可能にした背景には、ブロ

ーカー預金の存在があったと考えられる。 
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図表９ 小規模銀行のブローカー預金比率（07 年末）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注） 網掛けは全米平均以上。
（出所）図表２に同じ。

 

 

Ⅴ おわりに 

金融危機以降のアメリカの銀行には、重複部分もあるが、健全な銀行、資本注入で

健全を維持している銀行、問題銀行、破綻銀行という構図が存在する。 

銀行破綻についてみると、その表層的な部分ばかりが取り上げられる嫌いがあるが、

これまでの考察でさまざまなことが明らかになった。破綻銀行の貸出の特徴としては、

住宅ローン比率の高い銀行と、商業用不動産貸出比率の高い銀行に大まかに分けられ

る。前者にはサブプライムローンに直接かかわっていたものもあるが、多くは設立年

の古い小規模な銀行で、住宅ローン市場の変質と景気後退によって破綻している。後

者には、ウォールストリートがサブプライムローンと証券化によって作り出した信用
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膨張に乗じ、商業用不動産貸出に傾斜したメインストリートの銀行が少なからずいる。

典型的なのは、ホームエクイティローンなどを通じる過剰消費で生み出された、建設・

土地開発貸出にのめり込んだものである。こうした貸出を可能した背景には、投資銀

行などが手数料を取りながら、顧客の資産を連邦預金保険の付保限度内に切り分け、

高い金利をつけて小規模銀行などに紹介するブローカー預金が存在する。また、こう

した銀行破綻などはアメリカで一律に起きているものではなく、むしろある程度特定

の州でおきている点にも注意が必要である。 

金融危機を経験した後でも、メインストリート金融の本質は変わりなく、事業向貸

出の供給を通じて、市場論理とコミュニティの要請を調和させることにある。連邦預

金保険の枠組みを利用して多額のブローカー預金を取り、リスキーな貸出をしてきた、

事実上のノンバンクが、景気後退期にその代償を払わされるのは当然の帰結である。

そのつけは、預金保険基金の枯渇と銀行からの保険料の事前徴収となって表れた。預

金保険（料）のあり方や、ブローカー預金と商業用不動産貸出の規制・監督にも不備

がなかったとは言えない。一方で、景気後退によって経営が悪化してきた銀行に対し、

資本を注入して支援するのは、金融システムの安定性の観点から欠かせない。 

これまでみてきたように、破綻銀行の実態は、すべてではないが、バブルに踊った

ものはその代償を払わされるという、極めて常識的なものである。これほどの景気過

熱が生じたのだから、その後に銀行破綻が増大するのは、アメリカの金融システムで

はごく自然である。銀行破綻が生じないとすれば、金融システムの新陳代謝が健全に

機能していないということになるだろう。 

 

補論 ユタ州とメリルリンチ銀行のブローカー預金 

メリルリンチは銀行・証券相互参入の連邦法改正前の 1988 年に、銀行類似の金融機関

である勤労者貸付会社（ILC）を通じて 18、メリルリンチ銀行USAをユタ州に設立し、そ

の後キャッシュ・マネージメント・アカウント（CMA）で保有する資金を、同行や他の

銀行の付保預金へ移行できるサービス（ブローカー預金）を開始した 19。01 年末にユタ

州は全米のブローカー預金残高の 26.4％を占めていたが、22.9％はメリルリンチ銀行USA

によるものであり（図表１０－１）、同行のブローカー預金比率は 99.8％であった。 

メリルリンチ銀行USAは銀行監督機関と協議の結果、05 年初からブローカー預金を

通常の預金に分類したため 20、ユタ州の同預金額も減少したが、その後同州の他のILC

                                                        
18 ILC あるいは勤労者銀行（IB）は、州と FDIC によって監督される州法の銀行類似の金融機関で

あり、一定の要件下で非銀行業による保有を認める州もある。詳しくは内田(2009)を参照。  
19 メリルリンチ銀行 USA は 07 年末に総資産額全米 24 位に成長したが、金融危機のなかで翌年 9
月にメリルリンチがバンク・オブ・アメリカ・コーポレーションに事実上救済合併されたため、

傘下のメリルリンチ銀行 USA は国法銀行に転換され、09 年 11 月にバンク・オブ・アメリカ N.A.
に吸収された。  

20 沼田(2006)。 
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がブローカー預金を増やしたため、同州が全米に占める同預金残高のシェアは再び上

昇している。07 年末のユタ州の銀行をみると、ブローカー預金残高の大きい上位 2 行

で、同州全体の同預金の 50％近くを占め、上位 5 行で 80％近くを占めている（図表１

０－２）。 

 

 図表１０－１ 全米ブローカー預金に占めるユタ州とメリルリンチ銀行のシェア 

（注） メリルリンチ銀行 USA は 09 年にバンクオブアメリカに吸収された。  
（出所）図表２に同じ。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表１０－２ ユタ州の銀行のブローカー預金などの状況（07年末・上位行のみ）

 

（注） 行名に網掛けがあるのは ILC。額は億ドル。  
（出所） FDIC, Institution Directory から作成。
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